
要綱の概要

第１章 総則

県の責務

・周辺地域の生活環境の保全上支障が生じないよう処理業者等に適切な指導、

助言、監督を行うとともに、処理業者等の環境保全、情報公開等への取組を

支援する。

・職員の資質向上に努める。

・本県の状況を踏まえた施策を推進するため、県内の産業廃棄物の発生量およ

び処理量を把握する。

・情報を積極的に公表する。

処理業者等の責務

・処理状況等について積極的に情報開示を行い、地域住民との信頼関係の醸成

に努める。

・知識の取得、技術の研さん、従業員への指導・教育に努める。

第２章 産業廃棄物処理業の許可等に係る事前協議

〈事前協議の対象となる許可申請等〉

・産業廃棄物処理業の許可申請

・産業廃棄物処理施設の許可申請

・産業廃棄物の処理施設に係る届出等

（※詳しくは、別記「事前協議が必要な許可申請等」を参照してください。）

〈事前協議の手順例〉

※この手順は、中間処理業の新規許可申請に係る事前協議の手順を示していますが、許可

等の申請区分により手順は異なります。詳しくは、別記「事前協議の手順」を参照して

ください。

事業計画等の地元説明会

事業計画等審査願の提出 指導

生活環境影響調査の実施 指導

調査結果の地元説明会

関係市町長への意見照会 指導

処理施設完了検査 確認

許可申請手引

許可等申請



第３章 産業廃棄物の処理に関する監督

知事への報告

排ガス、水質測定結果の報告

（処理施設の維持管理状況の確認）

処理実績報告

立入検査

立入検査方針の策定
（毎年度、重点的に検査する項目等を策定） 立入検査

実施要領
計画的な立入検査
（立入検査方針に基づく計画的な立入検査） ・年間計画の策定

・原則年 1回以上
情報提供による立入検査 ・原則無通告

（住民等からの情報提供による立入検査） ・立入検査票による

統一的な監視

立入検査の手順等の策定 ・指導票の交付等

（厳格かつ統一的な監督）

文書指導
（文書指導の徹底および記録の保存）

行政処分の基準 行政手続法
に基づく処分基準

行政処分基準の作成・公表
（厳正かつ迅速な処分の実施） ・事業停止事由毎

の停止期間の設定

・許可取消事由の

設定

情報提供

排ガス等測定報告の概要

処理実績報告の概要 公 表

立入検査結果の概要


